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ワシントン州と日本との関係 
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日系企業進出数 日本人旅行者消費額 

日本への輸出額 日系企業による雇用者数 

社 
東レ、アキレス、ワコムをはじめ、187社が進出。 
ワシントン州に進出している国の中で、日本は第1
位。（ 2013年）  

億ドル 

ワシントン州における日本人旅行者の消費額は約

4 . 92億ドル。（ 2013年）  

第 3 位 

億ドル 

日本への輸出は約73 . 64億ドル。（ 2014年）  

ワシントン州の輸出相手国の中で、日本は第3位。

（ 2014年）  

人 

14 , 700人が日系企業による雇用。（ 2013年）  

ワシントン州に進出している国の中で、日本は第4

位。（ 2013年）  

 第 4 位 

第 1 位 

出典：笹川平和財団 出典：米国商務省経済分析局 

出典： 米国商務省経済分析局 出典： 米国国勢調査局 



ワシントン州の対日貿易

ワシントン州
輸出 59.9億ドル＋輸入67億ドル

→ 貿易総額126.9億ドル（2015年データ）

米国全土
輸出640億ドル＋輸入1,343億ドル

→ 貿易総額1,983億ドル（2015年データ）

ワシントン州の割合は米国全体と比較して
輸出9.3%  輸入5%  貿易総額のうち６％

→米国人口の2%が輸出総額の1割程度を生む産業地域である



ワシントン州の対日トップ商品

飛行機 ANAはボーイング７８７のローンチカスタマー

農産物 ポテトフライのマーケットシェアは９０％

IT製品 マイクロソフトの売り上げは米国以外で最大

林産物 ウェアハウザー社にとって日本は最大の海外市場

コーヒー スターバックスは2013年に日本で1000店舗目
を開業

コストコ 大店舗法にも負けず、日本の店舗数は北米
以外で第３位



MoCについて

 日本国政府とワシントン州との間の経済及び貿易関係に関する
協力覚書（Memorandum of Cooperation：ＭｏＣ）

 日本国政府と米国の州単位の行政が結ぶMoCは2014年9月に
調印されたカリフォルニア州についで２つ目

 相互貿易と多分野における経済的な連携協定としてはワシント
ン州とのMoCが初めてと言えよう



MoCの枠組みと方針

 ワシントン州と日本国のお互いの関心分野を表明している

 お互いの強みを生かして「強力なパートナー」としてグローバル
市場に展開することが狙い

o 企業マッチング
o 人材育成
o お互いの基盤整備

 MoCにより補助金がでるなどの直接な支援を約束する性質の
ものではない



MoCの対象分野及び日本側の監督省庁

対象分野
 航空宇宙、気候変動、エネルギー、生命科学、情報通信
技術、農業、高付加価値林産物、防災、物流、学術協力、
貿易・投資

監督省庁
 外務省、内閣官房健康・医療戦略推進本部、内閣府、総
務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業
省、国土交通省、環境省

総括管理（連絡の交通整理）
 在シアトル日本国総領事館、ジェトロ



ワシントン州側の監督局

監督局
 知事室、農務局、ワシントン州軍事局、雇用保障局

総括管理（連絡の交通整理）
 商務局



ワシントン州の成長分野

商務局のリーディング産業セクター

航空宇宙産業、農業と食品加工、クリーン・テック、
高付加価値林産業、ICT、医療、船舶技術軍事・防
衛の８分野

（http://www.commerce.wa.gov/growing-the-economy/key-sectors/）

商務局では各々の産業セクターにマネージャーをお
いて産学官の協力体制を整えている

これら、ワシントン州が重要視している産業成長分
野はMoCの対象分野と合致していることが特徴であ
る

http://www.commerce.wa.gov/growing-the-economy/key-sectors/


Center of Excellence

 日米両国が今抱えている産業問題のうち、一つは人材育成であろう

 経験豊富な団塊世代の労働者が大量退職する

 技術やノウハウの伝承が手遅れにならないような訓練体制が必要

 斜陽産業（Sunset Industry）から職を失った人たちに新技術産業
（Sunrise Industry）で使えるようなスキルセットを身につけてもらう

 産学官が調整を続け、企業で求められているスキルを大学、コミュニティ
ーカレッジ、職業訓練施設、特殊技能訓練センターなどで教えることがで
きるように人材育成の体制を整える

 ワシントン州ではCenter of Excellenceという委員会を設けて産学官の
調整を管理している



日本とワシントン州間の産業連携協定（2016年現在）

日本サイド ワシントン州側パートナー 目的

日本国 ワシントン州政府 総括的な連携協定

三重県 ワシントン州商務局
相互貿易の支援
人材交流

三重県
雇用経済部

サウス・シアトル・カレッジ
人材育成

（航空宇宙産業）

三重大
医学部

ワシントン大学医学部
人材育成

（地域医療、ライフイノベーション）

神戸市 エバレットCC 教育、職業訓練

岐阜県
各務原市

エバレットCC
STEM Education

人材育成

愛知県 ワシントン州政府 地域経済活性化



日系企業とのパートナーシップ

 既にワシントン州側から地方自治体、経済団体、学術、
企業などが、日本とのマッチング、対日投資、連携、
誘致などに関心を示している

→ ワシントン州に所在する日系企業としても、このMoCを
を活用して、ワ州企業とパートナーシップを組み新たな
グローバル市場に進出するチャンスを検討して
いただきたい



TPPについて
Trans-Pacific Partnership（環太平洋パートナーシップ）

アジア太平洋地域の１２カ国が参加する経済連携協定の枠組み



TPPの特徴
①大きな経済規模
ＴＰＰ参加１２カ国のＧＤＰは、世界全体の約４割
【ＴＰＰ圏の人口＝８．１億人、ＮＡＦＴＡ（３国）圏の人口＝４．７億人】

②高い関税撤廃率
日本からの輸出品に対し、ＴＰＰ参加１１カ国でほぼ１００％の関税が撤廃されます
（段階的撤廃を含む）。

③幅広い対象分野
貿易、投資・サービスの自由化に加え、貿易円滑化、政府調達、知的財産保護などかつて
ない幅広い分野でルールを設けています。

（出典）ＪＥＴＲＯ ＴＰＰ早わかりガイド



TPPのメリット ①

（出典）ＪＥＴＲＯ ＴＰＰ早わかりガイド



TPPのメリット ②

日本以外のＴＰＰ締約国間でも市場アクセスが大きく改善されることから、進出日系企業による販売・調
達（日本からの調達を含む）の選択肢が広がり、国境を越えたサプライチェーンが一層広がると期待さ
れます。

（出典）ＪＥＴＲＯ ＴＰＰ早わかりガイド



TPPのメリット ③－１

（出典）ＪＥＴＲＯ ＴＰＰ早わかりガイド



TPPのメリット ③－２

（出典）ＪＥＴＲＯ ＴＰＰ早わかりガイド



ワシントン州におけるTPPのメリット ①

（出典）米国商務省資料



ワシントン州におけるTPPのメリット ②

（出典）米国商務省資料



ワシントン州におけるTPPのメリット ③

（出典）ＵＳＴＲ資料



ジェトロでは、TPP関連情報をとりまとめ、「TPPを活用する」ページをウェブサイトに掲載し
情報提供しています。

TPPの基本を知る

各所で実施しているTPP説明会での講演資料や、
11月5日に公表された協定文書を掲載していま
す。また、関係機関、海外各国へのリンクも掲

載しています。

TPPを活用するには

ジェトロ作成の「TPP早分かりガイド」、
関税撤廃スケジュールを掲載しています。

TPP関連ニュース（通商弘報より）

主にジェトロの海外拠点から発信されたTPPに
関するニュースを掲載しています。

イベント情報
ジェトロ主催のTPP関連イベント、セミナー、講演会等の告知を

しています。

お問い合わせ先
ジェトロの「TPP相談窓口」の電話番号、ウェブからの受付フォ

ームを掲載しています。

アクセスは、以下URLもしくは右QRコードから

URL：https://www.jetro.go.jp/theme/wto-fta/tpp/
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